
平成 30 年度労災診療費の改定について 
 

１ 概要 

  平成 29 年 12 月 20 日に健康保険の診療報酬改定率が決定。 

  健康保険の診療報酬改定に伴う労災診療費への影響額を算出し、

追加で予算要求。            （１，０９６百万円） 

 

（１）労災診療費の算定は、健康保険の診療報酬点数表に原則準拠

しており、今回の健康保険の診療報酬改定に伴い、労災診療費

の相当部分が連動して改定。        （９５８百万円） 

 

（２）健康保険の診療報酬改定に併せ、労災独自の項目について、

労災医療の特性を考慮の上、傷病労働者の早期職場復帰の促進

等の観点から見直しを行った。       （１３７百万円） 

 

２ 労災診療費特掲の改定内容 

（１）術中透視装置使用加算の対象部位の拡大 

   転倒等による手の骨折が多い労災事故に対応するため、加算

の対象を手首から手全体（※１）に拡大した。 

※１ 対象部位の拡大 

・中手骨、種子骨（手掌骨）                    

・基節骨、中節骨、末節骨（手指骨） 

・その他足根骨についても拡大                    
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（２）職場復帰支援・療養指導料（※２）の拡充 

○ 対象者の拡大 

通院療養３か月以上継続 → ２か月以上継続 

○ 「療養・就労両立支援加算」を新設（６００点） 

療養を継続していて就労が可能と医師が認める者に対し、産業

医等からの助言を得て治療計画を見直し・説明した場合を評価。 

※２ 医師または医師の指示を受けた医療従事者が、傷病労働者に対して文

書を交付して職場復帰のために必要な指導をした場合、事業主と面談の

上職場復帰のために必要な指導をした場合、または、医師が産業医に対

して文書で情報提供した場合に算定。 

 

（３）職業復帰訪問指導料（※３）の拡充 

○ 対象者の拡大 

通院療養３か月以上継続 → ２か月以上継続 

※３ 医師または医師の指示を受けた医療従事者が、傷病労働者が職業復帰

を予定している事業場を訪問し、事業主に対して職場復帰のために必要

な指導をした場合に算定。 

 

（４）四肢以外に行った創傷処置（100 ㎠未満）の取扱い 

  従来どおり４５点として算定できることとし、引き続き、外

来管理加算の特例（※４）の取扱いの対象とした（※５）。 

※４ 再診時に、健康保険において外来管理加算の取扱いの対象ではない処

置等を行った場合でも、労災保険ではその点数が５２点に満たない場合

には、外来管理加算の特例として５２点を加算することが可能。 

※５ 健康保険においては、創傷処置（100 ㎠未満）を４５点から５２点へ引

き上げたことにより、当該処置は外来管理加算の特例の取扱いの対象か

ら除外された。 
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２
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の
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に
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手
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の
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実
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職
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復
帰
支
援
・療
養
指
導
料
等

労
災
特
掲
項
目
の
具
体
例
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●医療機関

●医療機関

主治医

傷病労働者

指導（※）

●企業等

産業医情報提供（※）

事業主

指導・説明（※）

医療従事者
・看護師
・准看護師
・理学療法士
・作業療法士
・社会福祉士
・精神保健福祉士

※文書指導（指導管理箋等）

職場復帰支援・療養指導料 精神疾患の場合月1回560点、その他の疾患の場合月1回420点

職場復帰支援・療養指導料の概略図

事業主訪問

【加算新設】療養・就労両立支援加算 600点

主治医

事業主

産業医
助言（文書・口頭）

助言（文書・口頭）

医療従事者
・看護師
・准看護師
・理学療法士
・作業療法士
・社会福祉士
・精神保健福祉士

傷病労働者

説明

治療計画
を再評価

伝達

指示

指導・説明（※）
指導（※）

※要件１，２，３を満たし、診療録に内容を記載して、請求書に写しを添付※要件１，２，３を満たし、診療録に内容を記載して、請求書に写しを添付

①①

①①

②②

③③

③③

要件2要件2

要件3要件3
要件1要件1

要件1要件1

入院治療を伴わず通院療養を3ヶ月以上継続している者で就労が可能と医師が認める者の通院療養の要
件を2ヶ月以上に拡充。
入院治療を伴わず通院療養を3ヶ月以上継続している者で就労が可能と医師が認める者の通院療養の要
件を2ヶ月以上に拡充。

【拡充】傷病労働者の対象要件
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